
  (様式３) 目的設定表( 年度） 予算区分： 要求区分： 確定日（ 年 月 日）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
事業年度 年度 評　　価　　対　　象　　事　　業　（　計　画　）　の　　内　　容 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１．事業立案の背景(施策目標の達成のために今なぜこの事業が必要なのか)

(重点施策推進方針との関係） 重点事業として要望 その他事業として要望

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
２．住民ニーズの状況

 ②事業の対象者･団体①ニーズを把握した対象
受益者 一般県民 （時期： 年 月）  ③達成のための手段

②ニーズの把握の方法
アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

③ニーズの具体的内容

 ④比較した代替手段及び選択した手段の有効性

◎把握してない場合の理由及び今後の方針

 ①理由

 ②今後の方針

５．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度 全体(最終)計画順位

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

平成25年度 6月補正予算平成25 通常 平成26 02 03
0101050308 産業経済基盤の再構築

05 人・モノの交流促進によるビジネスの拡大買い物弱者支援商業モデル事業
時代や地域のニーズを捉えたサービス産業の育成03

産業労働部 商業貿易課 商業班 2244 永田　徹 安藤　雅之

平成25 平成27

　高齢化や人口減少等の影響及び交通網の弱体化等により食料品等の日常の買い物が困難ないわゆる 　県内の商業事業者等が実施する買い物弱者への商業サービスがビジネスとして成り立つことにより
買い物弱者が増えている。��　高齢化率日本一の当県において今後もますます買い物弱者が増えると 、県内産業の振興につながることが期待されるとともに、買い物弱者解消への一助となる。
予想されるが、これを逆にビジネスチャンスと捉え、買い物弱者への商業機能の維持や充実を図るた
めの商業サービス等を支援することにより、持続的な商業モデルを創出する。

● ○

県

事業者、商工団体等

□ ■ H23 07

　買い物弱者の生活利便性を向上させる新たな取組や拡大事業の立ち上がり費用に対して補助する。
■ □ □ □
□

　平成２３年度県内で実施した買い物動向調査によると、６５歳以上の世帯において半数近くが買い
物環境に不便を感じている。

　Ｈ２４までは成熟型社会対応サービス産業支援事業において支援してきたが、県民や事業者に認知しやすい形として買い
物弱者対策を前面に出し、共同体も含め支援することにより、持続的な商業モデルの構築と波及において期待されるため有
効である。
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買い物弱者支援商業モデル事業 買い物弱者への商業機能の維持や充実を図るため、新たな商業サービスを支援することに
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６．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み

事業の期待
される成果

指標名 指標の種類

成果指標
指標式

業績指標

①年度別の目標値（見込まれる成果による指標）指
標
Ⅰ
指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a
実績b ②データ等の出典

東　北
全　国

③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 月 翌々年度 月

指標名 指標の種類

成果指標指標式
業績指標

①年度別の目標値（見込まれる成果による指標）指
標
Ⅱ
指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a
実績b ②データ等の出典

東　北

全　国

③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 月 翌々年度 月

◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法
①指標を設定することが出来ない理由

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む)

事業の必要性

現状の課題及び施策目的に照らした事業の必要性

住民ニーズに照らした事業の必要性

事業の県関与の必要性
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

民間・市町村で実施可能であるが、県が関与する必要性が認められるもの
政策評価委員会意見 重点事業の適合及び指標・目標値の適合性判定

重点事業 その他

県内の商業事業者等が実施する買い物弱者への商業サービスが、ビジネスとして成立し県

内に波及することにより、産業振興や買い物弱者解消の一助につながる。

買い物弱者支援実施企業件数

○買い物弱者支援実施企業件数

●

23 2 4 25 26 2 7 2 8 2 9
         3         6         9                                9                    

                    

                    商業貿易課調べ

                    

● ○ ○0 3

○
○

2 62 3 2 4 2 5 2 7 2 8 2 9
                                                                                   

                    

                    

                    

○ ○ ○

　今後ますます増える買い物弱者への対応として、ビジネスへのモデルとなる商業サービ
スを実施することにより、県内産業の振興につなげるために、持続的な商業モデルを創出
し、県内に波及させる必要がある。

　買い物環境への不便さを解消し、地域のセーフティネット機能を守る必要があるととも
に、商業サービスが充実することにより豊かな県民生活の向上につながるため、支援策を
講じる必要がある。

□□ □
■

　買い物弱者に対する商業モデルを創出し県内に波及させるためには、県が主導的に実施
する必要がある。

○ ○
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